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はじめに







































計に占める教育費の割合の多さを示したブレイ（Bray: 1999）5及びブレイ，セン（Bray & Seng: 
2005）6，基礎教育の量的拡大や質的向上という観点から近年の教育開発を扱ったデイ（Dy: 2004, 
2005）7，世界銀行（World Bank: 2005）8，正楽（2006, 2008）9，「初等教育の完全普及」（Universal 










（FUNCINPEC Party）と第二首相のフン・セン率いるカンボジア人民党（Cambodian People’s 
Party: CPP）による連立政権という形であったが，フンシンペック党が勢力拡大の一環として民主








興開発計画』（National Program to Rehabilitate and Develop Cambodia: NPRD）が提出され，同計画
をもとに 1996年に「新生カンボジア」初の 5ヵ年計画となる『第一次社会経済開発計画』（Socio-
economic Development Plan: SEDP）が策定され，実行に移された。1999年 4月には東南アジア諸
国連合（Association of Southeast Asian Nations: ASEAN）への加盟を果たし，東南アジア諸国との
連携も強めていく。
また，2000年 9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミット（Millennium 






処理及び犠牲者支援の 9つの主要目標とそれに伴う 25の下位目標が掲げられ 11，カンボジアの抱
えている課題及びその達成度を測定する指標が明確化された。
2004年 7月に第 3次連立政権を発足させたフン・センは，今後の国家開発計画として『成長・













1991年 9月にプノンペンにおいて開催された万人のための教育国家会議（National Conference 
on Education for All）で提示された初等教育に関する 6つの到達目標 14は，1994年 12月にアジ
ア開発銀行（Asia Development Bank: ADB）の主導のもとカンボジア開発評議会（Council for 
Development of Cambodia: CDC）15を迎えて開催された教育会議において再考され，国家予算に占
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める教育予算を 1994年の 8.5％から 2000年までに 15％に拡大することが約束されると同時に，①
就学期間を 1年延長し 6年制にする，②純就学率を 90％に高める，③男女間の教育格差を解消す
る，④留年率を少なくとも 10％程度に抑える，⑤少なくとも 85％の生徒が 6年間の教育を修了で
きるようにするという 5点が新たな到達目標として掲げられた 16。同会議において採択された『教
育セクター投資枠組み 1995–2000』（Education Sector Investment Framework 1995–2000）は，以降，
2000年までの教育政策のマスタープランとなる。
到達目標にある通り，1996年 7月には 10年ぶりに教育制度が改訂され，初等教育が 1年延長さ
れて 6年制となった 17。同時にカリキュラムも改訂され，教育内容からベトナムの影響が取り除か
れた。同年 3月には『教科書マスタープラン 1996–2001』（Textbook Master Plan 1996–2001）が策
定され，アジア開発銀行の資金援助を受け，援助協調による教科書開発が開始されている。同計画
では，教科書内容を改善しその質を国際的水準まで高めること，及び教科書の配布率の改善を行い，
初等教育段階での配布率を 1対 1（生徒数対教科書数）にすることが目指された 18。また，1997







ド・アプローチ（Sector-wide Approach: SWAp）による教育改革の骨組みが作られる 20。同年 9月
より教育省及び国際協力機関の間でパートナーシップ構築並びに新たな教育計画の策定に向けた
協議が進められ，2001年 3月から 4月にかけて，2000年代前半の教育政策のマスタープランとな
る『教育戦略計画 2001–2005』（Education Strategic Plan 2001–2005: ESP 2001–2005）及びその具体
的な実施計画である『教育セクター支援プログラム 2001–2005』（Education Sector Support Program 
2001–2005: ESSP 2001–2005）が策定された。さらに，2015年までの長期戦略を示す『万人のため






（ESP 2004–2008）及び『教育セクター支援プログラム 2004–2008』（ESSP 2004–2008）が，2005年
12月に『教育戦略計画 2006–2010』（ESP 2006–2010）及び『教育セクター支援プログラム 2006–
2010』（ESSP 2006–2010）が，そして2010年9月には『教育戦略計画2009–2013』（ESP 2009–2013）が，
165カンボジアにおける初等教育開発の歴史的展開④　―新政府樹立後の教育発展（1993年以降）―（平山）
2014年 3月には『教育戦略計画 2014–2018』（ESP 2014–2018）が策定されている。到達目標は多
岐に渡っているが，一例を挙げると，『教育セクター支援プログラム 2006–2010』における初等教
育に関する目標は，2010年を期限として，①純入学率を 2004/2005年度の 81％から 95％にする，
②純就学率を 2004/2005年度の 91.9％から 96％にする，③初等教育修了率を 2004/2005年度の





学校政策』（Policy on Child Friendly Schools）が提出され，その理念がすべての小学校及び中学校に
導入される。
2004 年 12 月には『カリキュラム開発のための政策 2005–2009』（Policy for Curriculum 
Development 2005–2009）が策定され，学校教育カリキュラムの改訂がなされる。また，2006年 12
月には『教員養成プログラム基礎レベル―小学校における教授（12＋ 2）―』（  














る。学校数が一貫して増加傾向にあるのに反し，クラス数は 2005/2006年度の 6万 1,901クラスを，








1996年に教育省に教育管理情報システムセンター（Education Management Information System 
Center: EMIS Center，現 EMIS Office）が設置され，ユニセフとスウェーデン国際開発協力庁
（Swedish International Development Cooperation Agency: Sida）の支援のもと教育統計の作成が開
始された。その結果，1996年以降はある程度信憑性のある教育統計が提出されている。表 2は初
等教育に関する主要な指標の推移をまとめたものである。
表 1　初等教育：学校数，クラス数，就学者数，教職員数（1994～ 2015年） （単位：校，クラス，人）
年度 学校数 クラス数 就学者数 教職員数
1993/1994 4,693 36,798 1,621,685 44,454
1994/1995 4,744 39,159 1,703,316 44,985
1995/1996 4,845 40,691 1,805,631 45,753
1996/1997 4,899 43,469 1,918,985 47,147
1997/1998 5,026 45,443 2,011,772 48,460
1998/1999 5,156 48,370 2,094,000 49,400
1999/2000 5,274 50,960 2,211,738 50,188
2000/2001 5,468 55,448 2,408,109 52,168
2001/2002 5,741 60,698 2,705,453 54,519
2002/2003 5,915 59,897 2,747,411 57,077
2003/2004 6,063 60,985 2,747,080 59,271
2004/2005 6,180 61,648 2,682,129 60,841
2005/2006 6,277 61,901 2,558,467 61,657
2006/2007 6,365 61,249 2,461,135 59,889
2007/2008 6,476 60,384 2,311,107 58,776
2008/2009 6,565 60,227 2,262,834 56,978
2009/2010 6,665 58,062 2,240,651 56,670
2010/2011 6,767 57,697 2,191,192 56,339
2011/2012 6,849 58,594 2,142,464 56,344
2012/2013 6,910 58,837 2,173,384 56,108
2013/2014 6,993 59,454 2,073,811 55,958
2014/2015 7,051 59,654 2,012,175 55,788
出典） Education Management Information System (EMIS) Office, Department of Planning (DoP), 
Ministry of Education, Youth and Sports (MoEYS) (2015) Education Statistics & Indicators 
2014/2015, Phnom Penh: MoEYS, p. 57.
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 表 2　初等教育：主要指標（1997～ 2015年） （単位：％）
1996/1997 1997/1998 1998/1999 1999/2000 2000/2001 2001/2002 2002/2003
総就学率 94.5 88.3 89.7 100.3 109.8 125.1 118.0
純就学率 84.7 77.8 78.3 85.5 83.8 87.0 88.9
進級率 65.0 67.9 69.6 74.8 ― ― ―
留年率 18.6 18.0 16.8 13.2 ― ― ―
中退率 16.4 14.2 13.6 12.0 ― ― ―
第 5学年までの残存率 50.7 ― 45.2 ― ― ― ―
第 6学年までの残存率 ― ― ― ― ― ― ―
修了率 39.1 ― 37.4 ― ― ― ―
生徒教員比率 44.4 46.5 48.1 50.6 53.3 56.8 56.7
生徒クラス比率 44.1 44.3 44.0 43.3 43.4 44.6 45.9
2003/2004 2004/2005 2005/2006 2006/2007 2007/2008 2008/2009 2009/2010
総就学率 119.9 119.7 124.0 122.7 121.9 120.2 125.4
純就学率 90.1 91.9 91.3 92.1 93.3 94.4 94.8
進級率 76.4 77.4 78.6 81.1 82.8 84.2
留年率 13.9 11.9 11.0 10.6 10.1 8.9 7.1
中退率 ― 11.7 11.6 10.8 8.8 8.3 8.7
第 5学年までの残存率 58.92 55.49 57.01 60.27 67.44 69.54 68.6
第 6学年までの残存率 52.60 48.15 49.28 52.50 59.33 61.73 61.2
修了率 46.77 42.90 90.08 86.25 85.58 83.22 85.3
生徒教員比率 55.4 53.5 50.8 51.3 49.3 49.7 49.2
生徒クラス比率 45.0 43.5 41.3 40.2 38.3 37.6 38.6
2010/2011 2011/2012 2012/2013 2013/2014 2014/2015
総就学率 116.0 123.3 123.4 116.1 111.2
純就学率 95.2 96.4 97.0 95.6 94.5
進級率 85.9 91.0 84.7 86.5 ―
留年率 5.8 5.3 4.8 5.1 ―
中退率 8.3 3.7 10.5 8.3 ―
第 5学年までの残存率 ― ― ― ― ―
第 6学年までの残存率 ― ― ― ― ―
修了率 85.3 89.75 87.35 88.94 84.1
生徒教員比率 38.3 47.3 48.5 46.2 45.4
生徒クラス比率 38.0 36.6 36.9 34.9 33.7
出典） National EFA 2000 Assessment Group, MoEYS (2000) Education for All 2000 Assessment, Country 
Report: Cambodia, Bangkok: UNESCO Principal Regional Office for Asia and the Pacific. EMIS Center, 
DoP, MoEYS (1997, 1998, 1999, 2000) Education Indicators　各年版 , Phnom Penh: MoEYS. EMIS 
Center, DoP, MoEYS (2001, 2002, 2003, 2004, 2005, 2006) Education Statistics & Indicators,　各年版 , 
Phnom Penh: MoEYS. EMIS Office, DoP, MoEYS (2007, 2008, 2009, 2010, 2011, 2012, 2013, 2014, 2015) 










就学率は全体 94.8％に対して女子 94.6％であり，第 5学年までの残存率や第 6学年までの残存率は
全体よりも女子のもののほうが高い 27。また，都市部，農村部，遠隔部 28の地域間格差は依然とし
て残っているものの緩和されてきている。一例を挙げると，1997/1998年度の初等教育中退率は都










コマ／週を選択科目である地域生活技能プログラム（Local Life Skill Program: LLSP）に充て，必
修科目のクメール語，算数，理科，社会，保健体育は 25コマ／週で授業を行うことが定められた。
同カリキュラムでは第 1学年から第 6学年を通し 684～ 760時間／年で授業を行うこととされたが，
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